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Development Goals : SDGs) Jが含まれ， WHOの
担当領域となる目標3Iすべての人に健康と福祉
を」において，昨今の国際保健のトレンドである











産業精神保健 24巻4号 2016年 1月
UHC (世界中の全ての人が生涯を通じて必要な時
に基礎的な保健サービスを負担可能な費用で受け
られること)におけるリーダーシップを示した.
UHCの議論では，国境を越えた感染症に対する
グローバルヘルスガバナンスのあり方をはじめ，
世界全体が高齢化して医療資源が枯渇する中にお
ける資源の有効利用と保健医療人材育成，生活習
慣病や精神疾患の予防 グローバル化における健
康格差の是正など 多岐にわたるテーマが注目さ
れている.前半では，UHCという概念の歴史から，
現在注目されているトピックまでを，上記のよう
な視点を織り交ぜながら概説， 後半では国外で
居住する国民をどのようにサポートするか，とい
う点に関して論じた.
経済のグ、ローバル化に伴って，人やモノが国境
を越えて行き来し，外国語を使いこなし，能力さ
えあれば，世界中のどこでも仕事ができる，とい
う時代になりつつある中で，国家のセーフティー
ネットが及ばない，様々な課題もまた顕在化して
きている.日本では伝統的に 自国資本の会社の
海外支社に日本人を派遣し，会社に通訳が常駐，
居住区には日本人コミュニティがあり，海外にお
いても日本語を主に使って仕事と生活ができる
ケースが少なくない.このような環境を整えられ
るのは，アジア諸国ではきわめて特殊である.
全世界的に，英語での医療サービスを受けられる
国は多く，英語を母国語としない国の国民も，国
外で仕事をする場合は，英語を使用でき，英語で
のサービスを享受する場合が多い.英語でのサー
ビスが比較的受けやすい国とそうでない国とで，
メンタルヘルスの問題に差があるのか，国家の
セーフテイネットが及ばない領域を，企業がどの
ようにサポートするのかが，法律でどのように規
定されているのか，など，グローバルな経済活動
における国際保健の関心領域は，今後さらに議論，
検証されていくべきである.
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1¥人海外在留邦人の利用可能な医療資源の考察
~医療機関，リスクコミュニケーション~
勝田吉彰
外務省海外在留邦人数調査統計による邦人数は
毎年大幅な伸びを示し，平成27年度統計で129万
人に達している.しかし，彼らにとってのUHC，
すなわち在留邦人を支える医療資源および情報提
供・リスクコミュニケーション体制は地域により
大きな差が存在している.
演者は外務省医務官としてス ダーン・フランス・
セネガル・中国に合計12年間在勤し，退官後は大
学に籍を置きミャンマーをフィールドに調査を継
続している.これらの国々は在留邦人数が40人
(1994年当時のスーダン)からは万人規模(中国)
までバラエティに富み さらにミャンマーのよう
に毎年50%ずつ邦人数が増加する変化率の高い国
もある.
これらの国々における邦人の受診する医療資源
の状況を紹介するとともに 感染症流行時のリス
クコミュニケーションについても演者の体験を交
えて5命じた.
1 )在留邦人の利用可能な医療資源
①邦人規模1，000人未満の発展途上国
日本語で診療を受けられる資源はきわめて例外
的である.現地人向け一般医療機関はハード面で
もソフト面でも不十分で，富裕層や外国人向け医
療機関を受診することになるが カバーされる範
囲は限定的で，重症時には先進国への緊急移送が
原則となる.
②邦人規模10，000人未満の発展途上国
邦人数が1，000人を超えると，富裕層や外国人
向け医療機関から一定レベルの“お得意さん"と見
なされ，日本語通訳サービスが設置され始める.
また，一部では，この規模でも日本人医師(ミャ
ンマー)，日本語を完壁に使い，邦人の診療を積
極的にPRする医師(北京など)のサービスが提
供されることもある.
産業精神保健 24巻4号 2016年1月
③邦人規模10，000人以上の発展途上国
複数の日本人医師が診療を行って競合する(ベ
トナム・インドネシアなど)ようになり， PR合
戦も展開される.
④先進国
現地の医療機関を利用する.日本人医師の診療
も好みに応じて受けられる.
2)邦人への情報提供・リスクコミュニケーション
感染症流行時など，現地の日本大使館が中心と
なって行われる.筆者はSARS流行時に，在中国
大使館医務官としてこの任に当たったのでその経
験を中心に報告した.
これらの演題に続き，満席のフロアから活発な
質疑があり，産業精神保健の分野にて海外在留邦
人のメンタルヘルスに対する関心が盛り上がるシ
ンポジウムとなった.
事務局の皆さまからいただいた様々なご協力に
感謝する.
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